
・１

　

平成２８年度

　

事業報告

１

　

調査研究並びにその成果の公表及び政策提言事業（決算額：５２，０７７千円）

（１）受託研究事業

愛媛県、 西予市及び伊方町からの委託を受け、地域政策に関する８件の調査研究を実施した。

受託研究事業名 委託元

地域づくり協働体構築サポ」ト事業 西予市

地域づくり協働体構築サポート事業 伊方町

集落間情報交換・ネットワ」ク構築事業 愛媛県（地域政策課）

企業等の連携による社会貢献活動促進事業 愛媛県（男女参画・県民協働課）

地方創生担い手ＮＰＯ自立促進事業 愛媛県（男女参画・県民協働課）

えひめ移住者定着促進事業

　　　　　　

【下期追加】 愛媛県（地域政策課）

えひめ移住者就業促進事業

　　　　　　　

【下期追加】 愛媛県（地域政策課）

地方創生プランニングサポート事業

　　

【下期追加】 愛媛県（総合政策課）

（２）自主研究事業

人ロ減少問題などの地域の政策課題について自主研究を行い、その内容を調査研究情報誌「ＥＣＰ

Ｒ」 等に掲載した。

調

　

査

　

研

　

究

　

名 掲載

地域に寄り添う食を通じた集いの場 （舞たうんｖｏｌ，１３１） 平成２９年１月

人ロ減少時代における働き方の意識改革について（ＥＣＰＲＶＯ１，３８） 平成２９年３月

（３） 情報サービス事業

① 調査研究情報誌「ＥＣＰＲ」の編集・発行 （各１，７００部）

　

研究者の論説、現状分析等の情報を提供するため、調査研究情報誌「ＥＣＰＲ」 を発行した。

　

平成２８年度は当センタ」が４０周年の節目を迎えたため、「これからの地域課題に対する政策提

言」 と題して、人ロ減少と少子高齢化の下における地域社会の存続と活性化に向け、 その鍵となる

ものは何かについて様々な視点からの提言を掲載し、 県及び市町行政推進の一助となるよう、平成

２９年４月 ２５日に森田理事長から愛媛県の中村知事へ報告した。

番

　

号 特集テーマ 発行

ＶＯＩ．３８ これからの地域課題に対する政策提言 平成２９年３月



② ネットワーク情報誌「舞たうん」の編集・発行（各号３，０００部）

愛媛県市町振興協会からの委託を受けて、地域づくりに関する事例や最新情報、センターの業務な

どを紹介する地域づくりネットワーク情報誌「舞たうん」を年４回発行し、会員や県内外の地域づく

り関係者に配布した。

　　　

番

　

号 特 集 テ ー マ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

麦針丁

ＶＯＩ．エ２８ 映画・映像を活用した地域づくり 平成２８年

　

４月

ＶＯ１，１２９ 南予の魅力とその情報発信力 平成２８年

　

７月

Ｖｏｌ．エ３０ 皆が力を合わせ暮らしやすいまちづくりのために 平成２８年１０月

Ｖｏｌ．１３１ 食が生み出すコミュニティ空間 平成２９年 １月

③ 「えひめイベントＢＯ×」 の編集・発行 （３，２００部）

　

愛媛県市町振興協会からの委託を受けて、 地域におけるイベントを市町単位で紹介するイベント

情報誌 「えひめイベントＢＯ×」 を発行し、 会員、 マスコミ、 観光関係者等に配布した。

名

　

称 内

　

容 発行

えひめイベントＢＯＸ

２０１６

各市町のイベントの年間予定を紹介

特集 「えひめの遊び場・学び場探訪ガイド」
平成２８年

　

４月

④ インターネット等による情報提供・発信

　

地域政策、まちづくり、地域づくり団体等に関する各種情報を収集・整理・デー夕べ←ス化し、各

種媒体を通じて会員等に提供するとともに、センターの業務内容を紹介するため、インターネット上

に設けているホームペ」ジやＳＮＳを運営し、各種情報を広く一般に提供した。

２

　

意識啓発及び人材養成事業（決算額：２，４０５千円）

（１）政策研究セミナー等の開催

　

時流に即した情報を提供する「政策研究セミナ←」、地域課題に関して講師を交えて話し合う「地

域課題研究サロン」 を開催した

　

０ 財団設立４０周年記念セミナー （政策研究セミナー）

　　　

平成２８年１１月１７

　

日 （金） 愛媛大学

　

南加記念ホール （参加者１８５人）

　　　　

講

　

演：「地域人ロと所得の１％取り戻し戦略」

講師

　

島根県中山間地域研究センタ」 研究統括官

　

藤山

　

浩 氏

パネルディスカッション：「定住と循環を支える社会システムについて考える」

コーディネータ←

　

笠松 浩樹 氏

パネリスト

　

藤山

　

浩 氏、 山下 一行 氏、 酒井 朋恵 氏、 冨田

　

敏 氏



○ 地域課題研究サロン

地域課題について理解を深めるため、 地域課題研究サロンを開催した。

　

・平成２８年９月８日 （木） えひめ地域政策研究センタ←内 （参加者１０人）

　　

ＥＣＰＲ交流サロン：「地域づくりを考える」 をテーマにフリーディスカッション

　

・平成２８年１０月１２日 （水） 日本政策投資銀行

　

松山事務所 （参加者１０人）

　　

講

　

演：「地方創生に向けた金融機関の役割」

　　　　　　

講師

　

日本政策投資銀行

　

松山事務所長

　

千葉 幸治 氏

・平成２８年１２月１４日（水） えひめ地域政策研究センタ←内 （参加者１０人）

　

講

　

演：「ＬＮＧとその有効利用設備について」

　　　　　

講師

　

ＪＦＥエンジニアリング

　

電力・資源事業部長

　

西畑 喜一郎 氏

　　　　　　　

同 パイプライン技術部計画・建設室長

　

鈴木

　

千秋

　

ほか

（２） 地域づくりフオーラムの開催

　

えひめ地域づくり研究会議及び地域づくり団体との共催により、各地域で地域づくり・まちづく

りを考える年次フォーラム及び地域ミニフオ」ラムを開催した。

０

　

えひめ地域づくり研究会議

　

３０周年記念シンポジウム （年次フォーラム）

　

平成２９年２月１１日 （・土） 愛媛大学

　

南加記念ホール （参加者

　

１５０人）

　　　

「希望を育む地域づくり」 をテ」マに開催

活動報告：東予地域・新居浜商業高校 （大島のシロイモを使った特産品開発）

中予地域・上浮穴高校 （クロモジの有効活用）

南予地域・三間高校

　

（みまとへんろ道～お遍路さんとの出会い～）

愛媛大学社会共創学部 （ステークホルダーと連携した地域づくり支援）

パネルディスカッション

　

若松 進一 氏、笠松 浩樹 氏、活動４団体

○ 東予地区ミニフオーラム

　

平成２９年１月２１日 （土） 新居浜市総合福祉センタ」 （参加者

　

４０人）

　　　

明り子銅山

　

近代化産業遺産を生かした地域づくり学習」

　　　

講師：新居浜南高校

　

ユネスコ部顧問

　

河野義知氏

　　

パネルディスカッション＆フリートーク 「手づくりおもちゃでまちづくり」 ほか

０ 中予地区ミニフオーラム

　

平成２８年１０月２９日 （土） 久万高原町産業文化会館 （参加者

　

５０人）

　　　

「森のハーバルライフ、 クロモジを使ってまちおこし」

　　　

活動報告：上浮穴高校クロモジプロジェクトチーム

　　　

「若者と学ぶ地方創生のあり方」

　　　

講師：若松 進一 氏



○ 南予地区ミニフオーラム

　

平成２８年１２月１７日 （土） 伊方町二名津・村井邸 （参加者

　

４０人）

　　　

「歴史から見る佐田岬」

　　　

講師：町見郷土館

　

学芸員

　

高嶋 賢二 氏

　　

三崎高校生の発表 「ＲＥＳＡＳ分析を基にした伊方町の現状と将来」

　　　

ソ ー ク ソ ヨ ツノ

　

１乍生出 岬ひ月江寺封Ｌ′〕いーＬ考 え よ っ」 は刀）

（３） 地域づくりリーダー育成研修会 （「地域づくり人養成講座」）

愛媛県から委託を受け、地域づくりの核となる人材を育成するため、県内から受講生を募集し、現

地でのワ←クショップを中心とした研修を行っている。２８年度は「農業を中心とした多角的な地域

づくり」 をテーマに実施した。 受講生２５人。

開催時期 研修内容・開催地等

平成２８年

　

６月 開講式・第１回講座「農業と地域のつながり」「愛顔を伝える撮影のコツ」

平成２８年

　

７月 第２回講座 「松野町の将来を考える」（松野町）

平成２８年

　

８月 第３回講座「無茶々園の地域づくりから学ぶ」（西予市明浜町）

平成２８年

　

９月 第４回講座 「愛南町緑地区が取り組む地域づくり」（愛南町緑地区）

平成２８年１０月 第５回講座 「森のともだち農園から学ぶ地域づくり」（今治市玉川町）

平成２８年１１月 第６回講座

　

受講生の自主研究発表会・閉講式

（４） 地域づくりコーディネーター派遣事業

地域づくり団体等が行う自主的、主体的な地域づくりを支援するため、各分野の専門家・有識者を

団体等に派遣し、助言・指導を行った。

３

　

活動支援及び交流促進事業（決算額＝１５，３７５千円）

（１） まちづくり活動アシスト事業

まちづくりグル」プの活動を支援するため、創意と工夫に富み、地域の活性化に寄与するイベン

トや学習会の開催、広報資料の作成などに要する経費を助成した。（上限額：１団体２００，０００円）

グループ名 市町 活動内容

坂の上のクラウド利用研究会 松山市 営農気象情報配信

今治今昔写真会 今治市 今治今昔写真展示会

ほりえみらいくらぶ 松山市 サマ←フェスティバルｉｎうみてらす

シアタ」ネットワ」クえひめ 松山市 シアターねこ （演劇） フェスタ

正山風の会 大洲市 風のイルミネーション

かりとりもさくの会 西予市 大学連携・滞在型観光基盤整備

緑地域地区長会 愛南町 まるごと緑計画ブラッシュアップ



（２）地域づくり課題解決協働事業

　

地域住民が主役となる自主的・自立的な地域づくりを支援するため、地域住民、市町、団体等と

協働して地域課題解決に向けた取組みを行った。
① 地域社会未来づくり協働会議

　

地域の様々な課題に対して、 多様な主体がそれぞれの特性を生かして協働を進め、地域課題の解

決に取り組んでいる。（メンバ」：愛媛県、 伊予銀行、 愛媛銀行、ＪＡえひめ中央会、 愛媛大学、 コ

ープえひめ、 愛媛新聞社、県商工会議所連合会、県公民館連合会など１５団体）

　

○ 地域社会未来づくり協働会議ーＮＰＯ等の自立支援アドバイス

　　　

平成２８年 ９月

　

６日 （火） えひめ共済会館 （参加者３２人）

　　　

平成２９年２月２１日 （火） えひめ共済会館 （参加者２３人）

　　　　　

協働会議メンバ」からＮＰＯ佐田岬ツーリズム協会、ＮＰＯいよココロザシ大学、

　　　　　

ＮＰｏｔｓｕｎａｇｕプロジェクトの自立化に向けた取組みへのアドバイスを実施

○ 地域社会未来づくり協働会議研修会

　

平成２８年１２月８日（木）商工会連合会館（参加者２０人）

　　　

「寄附環境を醸成する情報の整理・発信とコミュニティ財団の役割」

　　　　

講師：全国コミュニティ財団協会

　

会長

　

深尾 昌峰 氏

みんなでつくる財団おかやま 理事

　

石田 篤史 氏

② 四国の地域おこし協力隊交流勉強会ｉｎ愛媛

平成２８年６月２０日 （月） ～２１ 日（火） ウェルピア伊予（参加者１１７人）

　

「イイコトしてる！ 「著り」 を捨てることから始めるまちづくり」

　　

講師：（株） 困ったことはなんですか

　

代表取締役

　

白川

　

誉 氏

　

ほか

③ 愛媛県地域おこし協力隊・集落支援員交流研修会

平成２８年１０月１８日（火） ～１９

　

日 （水） 瀬戸アグリトピア （参加者４６人）

研修会 「地域おこし協力隊員として」倫理講座、マナー講座、
座談会 「地域おこし協力隊の将来ビジョンについて」、 グル」プ討議 「南予を考える」

（３） 地域づくり団体との協働事業

　

県内各地で活動している地域づくり団体の活動を支援するため、団体と協働で事業を実施してい

る。２８年度は、「四国へんろ道文化」 世界遺産化の会との協働で次のとおり事業を実施した。

　

○ ２０１６へんろ道体験クリーンウオークｉｎ今治

　　　

平成２８年５月 ２９日（日） 今治市内・南光坊～仙遊寺～国分寺駅（参加者 ９０人）

　　　　　

地域財産である 「へんろ道文化」 に触れるとともに、 ゴミの撤去により、まちの環境保

　　　　

全に同時に取り組む市民参加型のウオーキングイベントをセンタ と協働で実施した。

　

０ 年次フオーラム・四国遍路の世界遺産暫定リスト入りとへんろ道の保全管理

　　　

平成２９年３月 １２日 （日） えひめ共済会館

　　　　　

講師：「四国八十八箇所霊場と遍路道」 世界遺産登録推進協議会 事務局

（香川県政策部芸術局文化振興課長補佐） 北山 健一郎 氏

　

ほか



（４） 移住・交流支援事業

①「愛媛ふるさと暮らし応援センター」（平成１９年９月開設）の運営

都市から地方への移住交流を促進することにより、 地域の活性化を図るため、移住相談窓ロ「愛

媛ふるさと暮らし応援センタ」」（平成１９年９月設置）において、平成２８年４月に新規配置した県

凧

　

１えびの杉夕１土コンソエノレソユ」 を、活用 し、ノ県 コ果ｖ駅のコン、ソエノレソユとも煙単際 しＺ かり、弓多１王者

の誘致につながる次の業務を実施した。

　

ア 移住希望者に対する移住先の斡旋及び市町への取次ぎ

　

イ 市町の移住者誘致の取組みに対する個別相談・助言

　

ウ

　

効果的な移住交流促進施策の具体化に向けた情報収集・分析業務

② 移住・交流促進事業

平成２８年４月に県版「えひめ移住コンシェルジュ」をえひめ地域政策研究センタ」へ新たに配置

し、愛媛県や県が東京に配置しているコンシェルジュとも連携して、移住者の誘致活動を展開した。

平成２９年１月には、「えひめ愛着倶楽部」 を立ち上げて、移住者及び移住希望者の加入を勧める

とともに、同時に「えひめ暮らし応援隊」を立ち上げて、県内企業など広く一般に参加を呼びかけ、

倶楽部会員への各種割引、 特典サービス等の提供を通じて、 受入体制の強化を図った。

　

また、「愛あるえひめ暮らしフェア」 などの県外フェアを拡充し、積極的な出展により都市部から

の移住者誘致を強めるとともに、都市部での協力企業の増強を図ったほか、 移住支援ポータルサイ

ト「ｅ移住ネット」やＳＮＳ、 移住情報誌 「おかえり愛媛通信」 での情報発信を図った。

　

このほか、 移住希望者の現地案内、先輩移住者等で構成する地域移住相談員による新規移住者へ

の支援活動など、きめ細かな誘致活動を通じて、移住・交流誘致を強力に押し進めた。

　

【出展した県外フェア】

　　

愛あるえひめ暮らしフェア （東京３回、 大阪３回）

　　

えひめ職の担い手移住フェア （東京２回、 横浜１回）

　　

四国暮らしフェア （東京１回）

　　

中四国もう一つのふるさと探しフェア （大阪１回）

　　

Ｊ Ｏ ＩＮ 移住・交流＆地域おこしフェア （東京１回）

　　

ふるさと回帰フェア （東京１回、 大阪１回）

　　

瀬戸内フェア （東京１回）

　　　　　　　　　　　

２８年度１５回実施 （２７年度１２回）

③ 空き家利活用促進対策事業

　

新たな移住者の掘り起こしに必要となる住まい情報を発信するため、県下の空き家物件情報を収

集し、ホームページ「空き家情報バンク」に掲載して、移住者のニーズを元にマッチングを図るな

ど、きめ細かな情報提供を実施した。


